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最近の道内景気は、一段と厳しい状況となっている。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

個人消費は、雇用・所得環境の悪化や消費者マインドの冷え込みから弱まっている。設備投

資は、製造業を中心として抑制傾向にある。住宅投資は、需要の弱さなどから大きく減少し

ている。

生産活動は需要の減少から大幅に低下している。また、雇用情勢は有効求人倍率が低下す

るなど厳しい状況となっている。企業倒産は、件数は前年並みだが、負債総額は大幅に減少

した。
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①個人消費～厳しい状況

２月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲５．７％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲７．１％）は、衣料品や身

の回り品などが低調で、２０ヶ月連続で前年を

下回った。スーパー（同▲５．０％）は、飲食

料品は堅調だったが衣料品などが減少し、２０

ヶ月連続で前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．０％）

は、１０ヶ月連続で前年を上回った。

②住宅投資～需要の弱さから大幅減

２月の新設住宅着工戸数は、１，３３７戸（前

年比▲１９．４％）と、５ヶ月連続で前年を下回

った。利用関係別では、持家（前年比

▲２０．９％）、貸家（同▲１０．１％）、分譲（同

▲５５．１％）が前年を下回った。

平成２０年４月～平成２１年２月の新設住宅着

工戸数累計では、３４，０９９戸（前年同期比

▲１２．８％）となり、前年を大きく下回ってい

る。持ち家（前年同期比▲５．４％）、貸家（同

▲１１．６％）、分譲（同▲３３．３％）全てが前年

を下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産～生産は大幅に低下

２月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、化学工業などが上昇したものの、鉄鋼業

や電気機械工業などが低下した。

前月比では▲３．３％、前年比では▲２５．３％

とともに７ヶ月連続で低下した。

④公共投資～低調に推移

２月の公共工事請負金額は、１５９億円（前

年比＋６１．６％）と２ヶ月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比＋３２．６％）、道

（同＋２２．４％）、市町村（同＋５７．５％）ともに

前年を上回った。

平成２０年４月～平成２１年２月までの累計で

は請負金額７，５２８億円（前年同期比▲４．７％）

と減少基調が続いている。

⑤雇用情勢～厳しい動き

２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３８倍となり、前月比では０．０１ポイントの

低下、前年比では０．１５ポイントの低下となっ

た。

新規求人数は、前年比▲２２．９％と１２ヶ月連

続で前年を下回った。業種別では卸売・小売

業（前年比▲３５．７％）、サービス業（同

▲３０．５％）、製造業（同▲３１．３％）など主要

産業全てが減少した。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数～９ヶ月連続で前年を下回る

２月の来道客数は、７８５千人（前年比

▲１３．４％）と９ヶ月連続で前年を下回った。

平成２０年４月～平成２１年２月の来道客数累

計は、国内観光需要の落込みや円高による外

国人客数の減少もあり、１１，３１３千人（前年同

期比▲４．３％）と前年を下回っている。

⑦貿易動向～輸出・輸入ともに減少

２月の道内貿易額は、輸出が前年比４２．６％

減の２０４億円、輸入が同５２．０％減の６３３億円と

なった。

輸出は、一般機械や自動車の部分品などの

減少から４ヶ月連続で前年を下回った。

輸入は、原油・粗油などが大きく減少し、

４ヶ月連続で前年を下回った。

⑧倒産動向～件数はほぼ前年並み

３月の企業倒産は、件数は６５件（前年比＋

１．６％）とほぼ前年並みとなったが、負債総額は

２１８億円（同▲５９．０％）と前年を大幅に下回った。

業種別では、公共工事削減や住宅需要が落

ち込んでいる建設業が２１件と最も多く、続い

てサービス業・他（１３件）、卸売業、小売業

（各１０件）となった。

平成２０年度（平成２０年４月～平成２１年３月）

では、件数は７４１件（前年同期比＋２１．５％）、

負債総額は２，８０３億円（同＋１６．２％）ととも

に前年を大幅に上回った。

道内経済の動き

― ３ ―
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＜図表1＞業況の推移�
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１．平成２１年１～３月期実績

前期に比べ売上DI（△５１）は２２ポイ

ント、利益DI（△４４）は８ポイントそ

れぞれ低下し、ともに比較可能な平成１３

年４～６月期以降、最低の水準となった。

２．平成２１年４～６月期見通し

売上DI（△４７）は４ポイント、利益

ＤＩ（△４２）は２ポイントそれぞれ上昇

するものの、低水準が続く見込みである。

定例調査

売上DI・利益DIともに最低水準
第３２回 道内企業の経営動向調査

サブプライム
ローン問題

公共投資の減少 原油価格の高騰

H１３．９
アメリカ同時
多発テロ

鳥インフルエンザ

H１７．７
知床世界自然
遺産登録 旭山動物園

ブーム

― ４ ―― ４ ―
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。
調査内容
第３２回定例調査
（２１年１～３月期実績、２１年４～６月期見通し）
判断時点
平成２１年３月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４７８ １００．０％
札幌市 １７３ ３６．２ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０８ ２２．６
道 南 ４１ ８．６ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ５５ １１．５ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 １０１ ２１．１ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４７８ ５９．８％
製 造 業 ２２０ １２９ ５８．６
食 料 品 ７５ ４３ ５７．３
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２２ ６２．９
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３３ ６６．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３１ ５１．７
非 製 造 業 ５８０ ３４９ ６０．２
建 設 業 １８０ １１６ ６４．４
卸 売 業 １００ ６５ ６５．０
小 売 業 １２０ ６３ ５２．５
運 輸 業 ７０ ３４ ４８．６
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２３ ７６．７
その他の非製造業 ８０ ４８ ６０．０

〈図表２〉業種別の要点

要 点（１月～３月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２０年
１０～１２

２１年
１～３ ４～６

見通し

２０年
１０～１２

２１年
１～３ ４～６

見通し

全産業 全業種で売上が低下 △２９ △５１ △４７ △３６ △４４ △４２

製造業 比較的堅調だった食料品製造業も不振 △１３ △４７ △３９ △３３ △４８ △３７

食料品 単価の下落で売上は大幅低下 ５ △３３ △３１ △１５ △２０ △２６

木材・木製品 建材・家具メーカーなど住宅関連が不
振 △４６ △６８ △４５ △５８ △６４ △４１

鉄鋼・金属製品・機械 建設関連を中心に低下 △１０ △５２ △４２ △１６ △５５ △３６

非製造業 卸売業が大幅低下 △３５ △５２ △５０ △３８ △４３ △４３

建設業 公共工事の減少で厳しさ続く △４１ △５５ △４１ △４５ △５４ △４４

卸売業 建設関連取扱業者が不振。特に売上の
落ち込み大 △１８ △５８ △５７ △２１ △３８ △４２

小売業 低水準ながらおおむね横ばい。コンビ
ニは堅調 △３１ △３５ △４９ △３３ △２６ △４０

運輸業 燃料費の負担が軽減 △１９ △３８ △４７ △２８ △１８ △２６

ホテル・旅館業 観光客の減少で売上は一段と低下 △６４ △７８ △６１ △６４ △５２ △４８

調 査 要 項

定例調査

― ５ ―― ５ ―
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〈図表１０〉当面する問題点（上位５項目）の要点

項目 前期比 要 点

�売上不振（６６％） ＋７ 全業種で上昇。小売業を除く他の９業種で第１位。

�過当競争（４８％） △１ 建設業（７６％）、小売業（５９％）など非製造業でウエイト大。

�販売価格低下（４５％） ＋１２ ホテル・旅館業を除く他の９業種で上昇。

�原材料価格上昇（２９％） △２５ 全業種で低下したものの、製造業（４０％）ではウエイト大。

�諸経費の増加（２３％） △１３ 全業種で低下。

当面する問題点の推移（複数回答）

定例調査

― １０ ―― １０ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５４／本文／００４～０１１　定例調査  2009.04.17 21.43.36  Page 10 



（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�売上不振
①
６６
（５９）

①
６５
（５５）

①
５８
（３９）

①
７７
（７５）

①
６５
（５２）

①
６７
（６３）

①
６６
（６１）

①
７７
（７４）

①
６６
（５８）

②
５７
（５２）

①
５５
（５０）

①
８７
（８２）

①
５２
（４５）

�過当競争
②
４８
（４９）

２５
（２９）

９
（２２）

③
３２
（２５）

③
３２
（２６）

③
３３
（４４）

②
５６
（５７）

②
７６
（７３）

③
４０
（４４）

①
５９
（６０）

②
３９
（４３）

②
４８
（５９）

③
４４
（３７）

�販売価格低下
③
４５
（３３）

②
４４
（２４）

③
３３
（１０）

②
６４
（２９）

②
５２
（２９）

②
３７
（３４）

③
４６
（３７）

③
５５
（４７）

②
４２
（３４）

③
４８
（３７）

１８
（７）

③
４４
（４６）

②
４６
（３４）

�原材料価格上昇 ２９
（５４）

③
４０
（７４）

②
４０
（８３）

２７
（６７）

２３
（６５）

①
６７
（７８）

２４
（４６）

２８
（４４）

２３
（５１）

２２
（３２）

２４
（６０）

２２
（６４）

２３
（４７）

�諸経費の増加 ２３
（３６）

２９
（４１）

３０
（５４）

③
３２
（４２）

１９
（２９）

②
３７
（３８）

２０
（３４）

１８
（２４）

１２
（３６）

２４
（３７）

③
３０
（５３）

１７
（４６）

２７
（３７）

�価格引き下げ要請 ２２
（１４）

２８
（１５）

２８
（２）

２７
（２１）

③
３２
（２９）

２３
（１３）

２０
（１４）

１８
（１５）

３４
（２４）

１１
（７）

１８
（３）

４
（５）

２５
（１８）

�人件費増加 １５
（１７）

１４
（１４）

１４
（１２）

－
（８）

１０
（１３）

２７
（２２）

１６
（１８）

１５
（１２）

１５
（１９）

１６
（２２）

６
（１３）

２２
（１４）

２３
（３４）

�資金調達 １４
（１４）

１５
（１３）

１４
（１５）

１４
（８）

１３
（１９）

２０
（６）

１４
（１５）

１６
（２１）

６
（７）

１０
（１０）

１８
（１７）

３０
（１４）

１７
（１６）

	代金回収悪化 １１
（１４）

９
（１３）

５
（１５）

９
（８）

１３
（１９）

１０
（６）

１１
（１５）

９
（２１）

２５
（７）

１３
（１０）

３
（１７）

－
（１４）

８
（１６）


設備不足 ８
（８）

７
（１０）

９
（７）

５
（１３）

１０
（１３）

３
（９）

９
（８）

－
（－）

８
（９）

１１
（７）

②
３９
（１７）

２２
（３２）

２
（８）

�人手不足 ３
（８）

３
（９）

７
（１７）

－
（４）

－
（７）

３
（３）

３
（７）

３
（６）

３
（５）

３
（７）

６
（２０）

－
（５）

６
（８）

�その他 ３
（３）

５
（２）

９
（２）

５
（－）

－
（３）

３
（３）

３
（３）

１
（－）

５
（７）

３
（２）

３
（３）

４
（－）

４
（５）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２０年
４～６７～９１０～１２

２１年
１～３４～６

見通し

２０年
４～６７～９１０～１２

２１年
１～３４～６

見通し

２０年
４～６７～９１０～１２

２１年
１～３４～６

見通し

全 道 △１７ △１５ △２８ △５１ △４７ △２８ △３４ △３６ △４４ △４２ ２８ ３０ ２８ ２３ ２１（２４）

札幌市 △１２ △１０ △３０ △５２ △５０ △３３ △３１ △３４ △４４ △４３ ２８ ３１ ３１ ２５ ２４（２３）

道 央 △１０ △１ △１４ △４７ △４７ △１９ △２３ △１６ △４０ △４３ ３１ ３７ ２８ ２０ ２０（２４）

道 南 △２７ △２６ △４３ △５９ △５１ △２９ △３５ △４５ △６３ △６３ ３０ ２２ ２７ ２０ １０（２９）

道 北 △７ △２５ △３０ △４４ △４４ △２２ △４４ △４４ △４６ △３８ ２６ ２７ ３０ ２２ ２２（３１）

道 東 △３７ △３４ △３４ △５３ △４１ △３４ △４８ △５４ △４１ △３２ ２６ ２３ ２４ ２４ ２０（１８）

（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査

― １１ ―― １１ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５４／本文／００４～０１１　定例調査  2009.04.17 21.43.36  Page 11 



■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■
■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■
■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

今回の調査では、道内企業の売上・利益はともに減少し、業況は極めて厳しい状況となり

ました。急激な消費マインドの冷え込みによる売上不振や、販売価格の下落がその要因と思

われます。しかし、このような厳しい経営環境においても、環境に配慮した新商品の開発

や、インターネットを活用した新業態の構築などで売上の減少をカバーしている企業は比較

的堅調に推移しています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜水産加工業＞ 原材料価格の上昇と、スー

パー各社から予想される価格引下げ要請に対

応すべく、原材料の早期確保と社内研修によ

りコスト意識を徹底する。

＜乳製品製造業＞ 円高のため低価格の輸入

品が増え、売上は減少傾向にある。収益面

は、資材の値上がりに加えて重油の値上がり

が大きく影響し、減益となった。また、３月

からの乳価のアップにより、消費者の乳製品

離れはさらに進む可能性がある。

＜製菓業＞ 観光客が減少し、昨秋以降、急

激に売上が低迷している。上半期が比較的順

調だったため今年度の利益は堅調だが、来年

度以降は売上・利益ともに厳しいものにな

る。

＜木製容器製造業＞ 東北方面からの受注が

倍増している。また、生キャラメル容器の製

造に追われている。

＜金属製造業＞ 地元の工事に他地方の業者

が入ってきており、受注するかどうか見極め

が難しい。また、受注したとしても仕事の進

め方など戸惑うことが多い。

＜鉄スクラップ加工業＞ 昨夏以降の鉄スク

ラップ価格暴落により、売上は前年比３割減

にて推移している。利益についても急な暴落

で在庫に含み損を抱えたため、赤字である。

国内需要は低迷しており荷動きがないが、需

要が見込まれる中国向けの輸出を中心とした

営業を推進する。

＜鉄骨製造業＞ 昨年後半から、再開発ビル

や設備投資の延期・中止物件が多い。

＜建設業＞ インターネットでの情報や、見

学会等で一応の集客はあるが、住宅新築・リ

フォーム共に競合が激しく、受注までに時間

がかかる。

＜住宅建設業＞ エコ・耐震をメインとした

新商品を開発する。役員報酬をはじめとした

徹底的な経費削減により、売上が伸長せずと

も利益を出せる体質にする。

＜建設コンサルタント＞ 売上は微増し、利

益も改善された。理由としては、①高度で利

益率の高い業務の受注が増加したこと、②受

注を社内の人員でこなせるよう内部の力量を

高めたことが考えられる。今後はこの二つの

柱をより強力に進め、売上が減少しても生き

残れる体質にする。

経営のポイント

新商品・新業態で苦境を乗り切る
〈企業の生の声〉

― １２ ―
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＜マンション分譲＞ 耐久消費財や住宅等、

緊急を要しない商品の動きが大きく低下して

いる。新築マンションの価格は一部ディベロ

ッパーの大幅な値引きにより値崩れしている

ものの、見込み客の収入も減少しているため

積極的な購入の動きは見られない。当面はリ

フォーム等関連分野への進出を進める。

＜建設業＞ 円高の影響でリゾート地の工事

案件が激減した。回復には時間がかかると思

われるので、人員の配置転換や営業エリア拡

大などで売上減をカバーする。

＜空調関連機器卸売＞ 倒産が多く、安心し

て取引できる顧客が少ない。新築物件が極端

に少なく、受注できても薄利である。新規に

顧客開拓をして、リスクを分散する。

＜ビニール卸売業＞ 仕入れを安価にするた

めか、ユーザーが直接取引に来社するケース

が出ている。また、仕入先の倒産により困っ

て来社するケースもある。

＜燃料店＞ LPガス・灯油は１００％輸入品で

あるため、輸入価格が不安定だと販売価格が

定まらない。備蓄を上手に使って安定価格に

してほしい。

＜リサイクル品小売業＞ 経済状況不安の

中、中古品売買企業は好況といわれている

が、現状そのような感覚はない。今後は先を

見据えた新業態の開拓を進める。

＜寝具店＞ 昨年はわずかであるが売上が増

加し決算内容もよくなった。インターネット

による販売が増えたのが主な要因である。

＜電器店＞ 薄型テレビの売上額が大幅に減

少した。台数では前年並みだが、単価下落が

大きい。省エネ商品と、オール電化住宅に対

応した商品の販売に重点を置く。

＜自動車販売＞ 電話及びDMの有効活用に

より、１月開催のイベントでは昨年以上の来

場者数と契約者数を達成することができた。

販売台数や顧客単価の落ち込みを顧客の囲い

込みでカバーしたい。

＜食品スーパー＞ お客様は低価格で品質の

良いものを求めている。特に食品については

厳しい目で国産・地元のものを選ぶため、これ

まで以上に誠実な対応をしなければならない。

＜ホームセンター＞ 来店客数は増加してい

るが、客単価が減少している。顧客は本当に

必要なものしか買わない傾向が強い。

＜作業用品店＞ 店舗売上は前年割れとなっ

ているが、インターネット販売や卸売りは拡

販の余地が大きく、額は小さいが大幅に前年

を超えている。競争力のある自社企画新商品

の投入により、シェア拡大を目指す。

＜家具店＞ 初売りが成功したことに加え大

口納品もあり、売上は増加したが、先の見通

しは全く見えない。定額給付金の支給実施に

合わせた割増商品券の発行など、売上につな

げたい。

＜食品雑貨店＞ 流通の系列化により、一般

小売店の仕入れが成り立たなくなりつつあ

る。今後、個人の小売店は、系列コンビニに

入るか廃業するしかない。

経営のポイント

― １３ ―
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＜食品小売業＞ 定番商品は減少傾向にある

が、新製品の投入と物産展への積極参加（例

年の３倍）で１月から増収基調となった。資

金繰り面では、取引先の経営破たんが大きく

影響した。１２～１月の売掛は年間の４割程度

と最も膨らむ時期であり、回収不能となるの

は厳しい。

＜貸切バス＞ 不動産賃貸業と中古バス販売

の売上が伸びており、本業の厳しい現状をサ

ポートしている。

＜農産物運送業＞ 道外からの貨物の減少

や、公共工事関連物資の輸送減などが営業収

益に影響を与えている。来年度に向け新ター

ミナルを開設し、同業他社との共同輸送を手

がけて営業収入増加を目指す。

＜機械設備運送業＞ 製造業の不振は輸送量

の減少に直結する。一時保管機能を付加して

輸送するサービスを提供したところ予想以上

に稼動が良いので、今後も力を注いで行きた

い。

＜都市ホテル＞ 観光・ビジネス需要共に減

少した。売上減少が大きい宿泊部門は、ホテ

ル周辺の法人開拓や、ネットでの販売チャン

ネルを拡大する。

＜観光ホテル＞ 航空便の縮小・廃止により

関西方面からの観光客が減少した。台湾・香

港等東南アジア方面の集客も減少している。

＜自動車整備業＞ 倒産・廃業などで顧客数

が年々減少している。当社の特徴である再生

技術を生かし、事業を拡大したい。

＜不動産賃貸業＞ 賃貸物件は、特に中心部

で供給過剰である。入居率は前年並みを確保

しているものの賃料の引き下げ要請は強く、

単価の低下につながっている。

＜仕出し料理＞ 法要では会食をせず、引き

出物だけを渡して終了となることが多くなっ

ているため、売上が減っている。

経営のポイント

― １４ ―
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１．北海道TLOの承継

平成２１年３月３１日、北海道ティー・エル・オー株式会社（以下、北海道TLO）が解散しまし

た。解散の経過について述べる前に、北海道TLOについて簡単に説明いたします。

北海道TLOは国（文部科学省・経済産業省）の承認を受けた、所謂、承認TLOでした。承認

TLOになると、５年間の活動費補助（活動費の３分の２）、技術移転専門家の派遣、大学施設へ

の無償入居や大学教員の取締役・監査役の兼業が認められます。

また、北海道TLOは道内の大学、産業界、官庁が協力して立ち上げた会社であり、産業界から

常勤職員派遣（４名）や資金提供を受けるとともに、官庁の諸補助制度の一部については事実上

優先的に活用することができました。設立時には、社長に北海道電力会長（北海道経済連合会会

長）、副社長に北海道大学副学長と北洋銀行副頭取、その他の取締役に北海道大学、北見工業大

学教授及び経済界代表者がそれぞれ就任しました。常勤職員１０名程度の会社にしては、考えられ

ないような顔ぶれです。

承認TLOあるいは北海道TLOに対するこのような手厚い支援は、北海道TLOは道内の産学官連

携推進の中核たるべし、との期待の大きさのあらわれですが、一方、事業としては採算性に不安

があり、さまざまな支援を行わなければ企業を維持できない事情があったことも事実です。

承認TLO制度は平成１０年に発足し、北海道TLOは平成１１年１２月、全国１０番目の承認を受けまし

た。現在、全国には４６の承認TLOがあります。承認TLOのTLOはTechnology Licensing Organiza-

tionの略語で、一般的に「技術移転機関」と訳されています。次ページの図は、各地域のTLOの

技術移転（広義）のイメージです。承認TLOは大学の研究成果を企業で実用化する、そのための

さまざまな仲介、調整を行います。最も中心になる事業は、特許化した大学の研究成果を産業界

にライセンシング（実施許諾）し、産業界がその特許の活用（製品販売・サービス提供等）によ

り得た収益の一部を承認TLOが受け取って大学や研究者個人に配分し、今後の研究活動費用にあ

ててもらう、狭義の技術移転です。この一連の流れは、「知的創造サイクルの構築」と言われて

います。

大学の研究成果を企業で事業化するには、様々な障壁があります。よく言われますが、例えば

ノーベル賞級の研究成果であっても、それは必ずしも事業化の成功を意味するわけではありませ

ん。むしろ、先端的な研究であるが故に、効果や安全性、安定性等クリアしなければならない課

題は多いと考えるべきでしょう。例えば、大学の研究者がある疾患の画期的な治療法を発見した

とします。これらの成果は学会や論文で発表されますが、ステージとしては動物実験段階が多い

ようです。動物実験で効果が出れば、次は人間ではどうかとなりますが、期待する効果が認めら

れる事は決して多くはありません。むしろ、少ないと言ってよいでしょう。仮に効果が認められ

経営のアドバイス

進化する道内大学の産学官連携
北海道大学産学連携本部広域連携室

室長 末富 弘
（北洋銀行より出向）
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ても、医薬品であれば治験という検証を経る必要があり、実際に製品として販売されるのに１０年

くらいかかるのは珍しくありません。

治験においては製薬会社の関与が必要になります。莫大な費用と、医薬品への複雑な過程をク

リアするための製薬会社のノウハウが必要になるからです。そこで効果が認められず、製品化を

断念することもよくあることです。その場合、製薬会社は投下した莫大な資金を回収する事はで

きません。しかし、このような大学での研究が不要かといえば、そのような事は絶対にありませ

ん。大学におけるこのような地道な基礎研究の積み重ねがやがて結実し、人類の健康に貢献する

事は歴史が証明しています。医薬品という製品化に時間も資金もかかる極端な例で説明しました

が、大学の研究には多かれ少なかれこのような側面があることを、産学官連携に参加しようとす

る企業は理解する必要があります。また、大学の研究者はやはり学会発表や論文に対する、アカ

デミズムの評価を第一に考えるのが普通です。勿論、事業化を至上命題として、そのようなアカ

デミズムの評価を全く気にしない研究者もいます。このような研究者は、産学官連携の現場で主

導的に動いており、高く評価されています。しかし、多くの研究者は、アカデミズムの評価あっ

ての産学官連携なのです。産学官連携を行う企業は研究者の考え方をしっかりと把握し、研究者

及び企業の双方が納得し、かつお互いを尊重しなければ、産学官連携は上手くいかないと断言で

きます。

話がそれてしまったようですが、その大学（研究者）と企業の間に入って、調整するのが承認

TLOの役目です。上の図のように、大学（研究者）と企業を円滑に結びつけるため、大学の研究

情報、企業のニーズ情報の提供や事業化のためのコンサルティング、産学官が参加する事業化プ

ロジェクト等の支援事業を行っています。これらを含めて広義の技術移転といえるでしょう。
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北海道TLOは解散したので、このようなスキームを知る事は意味があるのか、とお考えの方も

いるでしょう。しかし私は、２つの点で意味があると考えます。

まず第１は、このような広義の技術移転の仕組みは今後、大学との直接の産学官連携でも同じ

と言うことです。北海道TLOが解散した今、大学がこの役割を担うことになりますが、基本的な

ことは何も変わりません。狭義の技術移転に結びつけるためには、さまざまなステージがあり、

ステージごとに課題を解決する事は常に求められています。

第２は、北海道以外では承認TLOを活用したこのようなスキームはまだ存在しているからで

す。大学には研究分野でそれぞれの特徴があります。道内企業が目指す研究を道内の大学ではな

く道外の大学が行っている事も当然にあります。そのような場合は、道外大学へのアプローチと

して、このスキームを使うことが最も効果的であるといえるでしょう。

北海道TLOに話を戻します。北海道TLOの行ってきた道内全大学を対象にした広域TLO事業

は、北海道大学が承継する事になりました。北海道TLO発足時は前述のように経済界が中心とな

って運営していましたが、産学官の関係者は、いずれは大学が中心になって、産学官連携を進め

るべきだと考えていました。平成１６年４月の国立大学法人化をきっかけとして、今やっと、その

大学中心の体制ができました。

北海道TLOは歴史的な使命を無事に終え、広域TLO業務を北海道大学に承継いたしました。通

算７年間の長きにわたって北海道TLOの職員として関わってきた者としては誠に寂しい限りです

が、何とか広域TLO事業を北海道大学に承継できた事に安堵しています。

この場をお借りして、北海道TLOに関わっていただいた皆様に、厚く御礼を申し上げますとと

もに、今後は業務を承継した北海道大学をはじめとした道内大学へのご支援、ご協力をお願いい

たします。

２．北海道大学の取り組み

北海道大学は平成２１年４月１日に産学連携本部を立ち上げ、その中に広域連携室を設置して、

北海道TLOの事業承継の受け皿としました。北海道大学は従来、知財・産学連携本部で大学の研

究成果の知的財産としての保護及びその効果的な活用に取り組んできました。北海道大学の知的

財産を社会に還元し、地域経済活性化、さらには日本の国際競争力向上に寄与することを目指し

ているのです。

新たに設置された広域連携室では、道内の他大学と相互に協力して知的財産の活用を行いま

す。これによって、大学同士の連携、所謂、「学学連携」が一層進み、新たな研究に発展する事

が期待されています。参考までに、北海道大学の最近のライセンシング実績（実施許諾・譲渡）

を次ページに掲載します。

実施許諾では北海道大学が知的財産を保有したまま、企業に使用を許諾し、企業から売り上げ

等に応じた実施料をもらいます。譲渡は、知的財産の企業への譲渡（売却）で、譲渡後は、企業
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実施許諾

譲渡

が権利を有します。知財・産学連携本部の地道な活動の結果、いずれも右肩上がりで伸びてきま

した。北海道TLOの事業を承継した今後は、さらに産業界からの期待も大きくなるでしょう。
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３．室蘭工業大学の取り組み

室蘭工業大学は、新たな事業に積極的に取り組んでいます。その中でも、私は、産学官連携で

は「腐食防食相談室」、教育では「MOTコース」に注目しています。

「腐食防食相談室」は、金属にはつきものの腐食に関する相談室です。腐食で困っているがど

こに相談したらよいか分からない、との声を受け設置しました。室蘭工業大学のメンバーが対応

しますが、室蘭工業大学だけでは対応できない場合は、大手メーカーや他大学、研究機関とのネ

ットワークを活用して対応します。すでに東京でも説明会を開催し、大きな反響があったとのこ

とです。

「MOTコース」は、大学院の１年生が対象です。MOTとは、Management Of Technologyの略

で、「技術経営」と訳されています。技術者や理系学生が、理系の専門分野だけではなく経営分

野も学び、経営的なセンスをもって研究成果の事業化につなげようという取り組みです。室蘭工

業大学では平成１８年度に開講し、歴史、内容とも北海道内では最も進んだ大学のひとつといえま

しょう。技術や製造関係は勿論、知的財産、マーケティング、財務、金融、ベンチャー等幅広い

分野の教育を行い、具体的には、技術も経営もわかる「取締役工場長」を目指す事ができる人材

を輩出しようとするものです。私も、財務、金融、ベンチャー関係で集中講義を行った事があり

ますが、思った以上に受講生は熱心でした。工学とは全く関係ない分野ではありますが、関心の

高さがうかがえ、間違いなく経営マインドを身につけるであろうと実感しました。

このような知識をもった人材は、将来、産学官連携の強力な推進力になります。あと１０年もす

れば、道内の産学官連携の現場で、中心的な役割を担っている事は間違いないでしょう。

４．北見工業大学の取り組み

北見工業大学も、新たな事業に積極的に取り組んでいます。その中で、注目しているのは「バ

イオ・食品コース」と「マネジメント工学コース」です。

「バイオ・食品コース」は、バイオテクノロジーや食品化学、生物化学などの基礎科目から北

海道の農林水産資源を活用した機能性食品等の開発に至るまでの幅広い教育・卒業研究を体系的

に実施し、バイオ・食品分野で次世代を担い、地域に貢献する人材を育成することを狙いにして

います。

「マネジメント工学コース」は、大学院ではなく、学部の学生を対象としたコースです。工学

をベースとし、本当の意味で工学とマネジメントの双方に強い技術者・研究者・企業家・経営者

の育成をめざしています。さらに、広大な北海道東部の地域社会や環境に関する教育に力を入れ

ているところにも大きな特徴があります。２月に、「マネジメント工学コース」の学部１年生へ

のガイダンスがあり、私もいささか関わっている事から傍聴しました。１年生でもしっかりとし

た意見を持ち、その熱気が伝わってきました。頼もしさと未来への期待を、強く感じました。

農・林・水産資源に恵まれた北海道の地域性を生かした産学官連携にうってつけの、積極的な

人材が輩出される事が期待できそうです。
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５．終わりに

これまで、北海道TLOの解散と北海道大学、室蘭工業大学、北見工業大学の活動について述べ

てきました。勿論、この３大学以外にも積極的に産学官連携に取り組んでいる大学はたくさんあ

ります。産学官連携が叫ばれて、ほぼ１０年経ちました。この１０年で、産学官連携は、確実に内容

を変えてきています。より事業化に近いものを、より地域に密着したものを目指すようになりま

した。

そして、何よりも心強いのは、次代の産学連携を担う人材の育成が本格化してきたことです。

北海道には優れた資源があります。その資源に研究機関の多様な研究成果と、有能な人材を組み

合わせる事で、世界に誇る地域産業の創出が可能になるのではないでしょうか。

北海道TLOは解散しましたが、北海道TLOの活動に長く関わってきたものとして、時代の変わ

り目を強く感じています。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１６年度 １０１．０ ０．１ ９９．１ ３．９ ９９．５ ０．１ ９８．８ ３．６ ９７．５ △１．６ ９４．６ ２．９
１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ ９５．６ △１．９ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０４．４ ９．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．５ ０．６ １０８．０ ２．６ １０４．４ △０．３ １０８．６ ３．１ １０１．８ △２．５ １００．７ ２．１

１９年１０～１２月 １０３．１ △０．５ １０９．２ ３．３ １０３．０ △１．１ １０９．９ ４．４ １０３．１ △２．５ １０５．５ １．３
２０年１～３月 １０７．７ ２．２ １０８．４ ２．３ １０８．７ ３．０ １０９．４ ３．１ １０３．９ ０．１ １０５．５ ２．１

４～６月 １０５．２ １．２ １０７．５ １．０ １０７．５ ３．９ １０８．４ １．２ ９９．９ ２．３ １０５．９ ２．７
７～９月 １０３．８ １．０ １０６．１ △１．４ １０３．３ １．４ １０６．４ △１．４ １０３．２ ２．３ １０７．６ ３．２
１０～１２月 ９３．９ △９．１ ９３．４ △１４．８ ９６．４ △６．９ ９３．８ △１５．０ １０４．６ １．５ １１０．５ ４．７

２０年 ２月 １０９．１ ５．０ １１０．２ ５．１ １１１．９ ８．０ １１１．３ ５．８ １０３．０ △２．４ １０５．４ ２．３
３月 １０５．０ △１．２ １０６．５ △０．７ １０５．５ △２．２ １０７．０ ０．１ １０３．９ ０．１ １０５．５ ２．１
４月 １０４．７ ０．７ １０６．３ １．９ １０７．０ １．５ １０８．０ ２．８ ９９．４ △２．７ １０４．２ １．０
５月 １０５．２ ０．６ １０９．３ １．１ １０６．３ ２．８ １１０．２ １．７ ９９．２ △０．６ １０４．７ １．５
６月 １０５．６ ２．２ １０６．９ ０．０ １０９．１ ７．４ １０６．９ △０．６ ９９．９ ２．３ １０５．９ ２．７
７月 １０７．４ ４．８ １０８．３ ２．４ １０８．７ ８．８ １０８．９ ３．１ １０２．０ ４．０ １０５．８ ２．２
８月 １０３．８ △１．１ １０４．５ △６．９ １０１．１ △２．９ １０４．９ △６．８ １０３．２ ４．３ １０５．５ １．７
９月 １００．２ △０．８ １０５．６ ０．２ １００．０ △１．４ １０５．３ △０．６ １０３．２ ２．３ １０７．６ ３．２
１０月 ９７．４ △５．２ １０２．３ △７．１ １００．３ △２．５ １０２．１ △７．３ １０１．８ ０．０ １０９．５ ４．４
１１月 ９４．５ △１１．１ ９３．６ △１６．６ ９７．２ △８．１ ９３．５ △１７．０ １０１．８ △１．６ １１０．４ ４．３
１２月 ８９．８ △１１．５ ８４．４ △２０．８ ９１．７ △１０．１ ８５．９ △２０．６ １０４．６ １．５ １１０．５ ４．７

２１年 １月 r ８７．５ △２０．５ r ７５．８ △３１．０ r ９２．６ △１５．６ r ７６．１ △３１．６ r１０２．０ △３．３ r１０８．３ ２．８
２月 p８４．６ △２５．３ p６８．７ △３８．４ p９０．４ △２２．１ p７０．９ △３６．８ p１０１．５ △１．４ p１０３．７ △１．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６ △１．６ ２１１，７４５ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 r ９５４，９７０ △２．６ r ２１２，５２５ △１．０ ３０９，９４７ △３．５ r ８４，２８７ △０．８ r ６４５，０２２ △２．１ r １２８，２３８ △１．１

１９年１０～１２月 ２６０，９２７ △２．７ ５７，９６０ △１．０ ８７，４１０ △３．９ ２４，０１９ △１．１ １７３，５１７ △２．２ ３３，９４１ △０．９
２０年１～３月 r ２３０，５８３ △２．９ r ５２，００９ △０．３ ７４，７６６ △３．３ r ２０，４５９ △０．９ r １５５，８１８ △２．７ r ３１，５５１ ０．１

４～６月 r ２２３，２６６ △５．７ r ５０，６４９ △２．７ ６７，５５３ △７．０ r １９，２２０ △４．５ r １５５，７１３ △５．０ r ３１，４２９ △１．６
７～９月 r ２２３，６８９ △４．５ r ５０，７７５ △２．０ ６９，９４５ △３．０ １９，０１４ △３．２ r １５３，７４４ △５．１ r ３１，７６１ △１．３
１０～１２月 r ２５７，７０５ △５．８ r ５６，０７８ △４．６ ７９，０７８△７．４ r ２２，０９５ △７．８ r １７８，６２６ △５．１ r ３３，９８３ △２．４

２０年 ２月 r ６８，０１９ △２．６ r １５，５３３ １．２ ２０，９１４ △３．６ r ５，８３１ ０．９ r ４７，１０５ △２．２ r ９，７０２ １．４
３月 r ８２，３７０ △１．１ r １７，６９６ ０．２ ２７，５７１ △２．６ r ７，２３０ △１．２ r ５４，７９９ △０．３ r １０，４６６ １．３
４月 r ７４，８６３ △５．３ r １６，８０１ △２．２ ２２，７３５ △５．８ r ６，３７５ △３．４ r ５２，１２９ △５．０ r １０，４２６ △１．４
５月 r ７４，４２１ △５．２ r １６，９４４ △２．０ ２２，４９１ △５．１ r ６，４０４ △２．５ r ５１，９３０ △５．２ r １０，５４０ △１．７
６月 ７３，９８２ △６．５ r １６，９０４ △４．０ ２２，３２７ △９．９ r ６，４４２ △７．３ ５１，６５５ △４．９ r １０，４６２ △１．７
７月 r ７８，５１９ △３．１ r １８，６５９ △０．７ ２５，９４０ △２．２ ７，７１６ △２．３ r ５２，５７９ △３．５ r １０，９４３ ０．５
８月 ７４，８９５ △３．７ r １６，５２７ △２．２ ２１，７８８ △１．４ ５，５６７ △２．９ ５３，１０７ △４．６ r １０，９６０ △１．８
９月 r ７０，２７５ △６．８ r １５，５８９ △３．３ ２２，２１８ △５．４ ５，７３１ △４．６ r ４８，０５８ △７．５ r ９，８５８ △２．６
１０月 r ７５，１８９ △６．１ １６，６６８ △４．３ ２３，０９１ △７．４ ６，３６９ △６．９ r ５２，０９８ △５．４ １０，２９９ △２．６
１１月 r ７９，７０６ △３．８ r １７，８２０ △３．１ ２４，２３５ △５．９ r ７，０６８ △６．３ r ５５，４７１ △２．７ r １０，７５２ △０．７
１２月 r １０２，８０９ △７．２ r ２１，５９０ △６．２ ３１，７５２ △８．６ ８，６５８ △９．６ r ７１，０５７ △６．６ r １２，９３２ △３．６

２１年 １月 r ８０，７３２ △５．２ r １８，０６９ △５．５ r ２４，６１０ △５．５ r ６，７０５ △９．２ r ５６，１２２ △５．１ r １１，３６４ △３．１
２月 p ６８，０２１ △５．７ p １４，４９７ △８．２ p １８，６８０ △７．１ p ５，１４４ △１１．４ p ４９，３４１ △５．０ p ９，３５３ △６．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２１ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５４／本文／０２１～０２４　主要経済指標  2009.04.16 15.32.59  Page 21



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８
１９年度 r ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．２ １００．６ △０．１ １１４．２０ １２，５２６

１９年１０～１２月 １０３，６８０ △２．２ １８，９８６ △１．０ １０１．６ ０．９ １００．８ ０．５ １１３．１０ １５，３０８
２０年１～３月 r ９３，８３２ △１．１ １７，７９８ △０．５ １０１．８ １．８ １００．７ １．０ １０５．２０ １２，５２６

４～６月 １０５，０６８ ４．１ １９，２２４ ２．５ １０２．８ ２．４ １０１．６ １．４ １０４．５１ １３，４８１
７～９月 １１６，１６８ ５．０ ２１，７３１ ７．６ １０４．３ ３．６ １０２．６ ２．２ １０７．６１ １１，２６０
１０～１２月 １０９，９９８ ５．３ ２０，６７４ ６．９ １０２．４ ０．８ １０１．９ １．０ ９６．１４ ８，８６０

２０年 ２月 r ３０，００８ ０．５ ５，６５５ ０．８ １０１．５ １．８ １００．５ １．０ １０７．１６ １３，６０３
３月 ３２，６１０ △１．１ ６，３０１ △０．６ １０２．１ ２．３ １０１．０ １．２ １００．７９ １２，５２６
４月 ３２，０３４ △０．２ ６，１１８ △０．２ １０１．７ １．５ １００．９ ０．８ １０２．４９ １３，８５０
５月 ３６，７６３ ８．５ ６，５５３ ３．５ １０２．９ ２．３ １０１．７ １．３ １０４．１４ １４，３３９
６月 ３６，２７１ ３．９ ６，５５３ ４．０ １０３．９ ３．３ １０２．２ ２．０ １０６．９０ １３，４８１
７月 ３９，６５８ ６．６ ７，５３８ １１．５ １０４．１ ３．８ １０２．４ ２．３ １０６．８１ １３，３７７
８月 ３９，８７７ ２．５ ７，４１９ ５．１ １０４．６ ３．８ １０２．７ ２．１ １０９．２８ １３，０７３
９月 ３６，６３３ ６．０ ６，７７４ ６．４ １０４．１ ３．２ １０２．７ ２．１ １０６．７５ １１，２６０
１０月 ３６，９２０ ４．７ ６，９３９ ７．９ １０３．５ ２．２ １０２．６ １．７ １００．３３ ８，５７７
１１月 ３５，０４４ ６．０ ６，６４５ ７．２ １０２．２ ０．９ １０１．７ １．０ ９６．８１ ８，５１２
１２月 ３８，０３４ ５．３ ７，０９０ ５．８ １０１．５ △０．６ １０１．３ ０．４ ９１．２８ ８，８６０

２１年 １月 ３３，７８０ ７．１ ６，３５８ ６．８ １００．８ △１．１ １００．７ ０．０ ９０．４１ ７，９９４
２月 ３０，８８７ ２．０ ５，８８２ ２．０ １００．５ △１．０ １００．４ △０．１ ９２．５０ ７，５６８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス・ストア販売額の前年同月比は既存店ベ
ースによる。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４９，１２７ １２．２ ７０，８７０ △８．４ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７

１９年１０～１２月 ３４，６８２ △２．５ １０，９１６ １８．５ １４，０５８ △５．９ ９，７０８ △１５．０ １，００５，７１７ △１．９
２０年１～３月 ４９，９０５ △１．５ １４，３１８ ７．４ ２０，９１３ △２．８ １４，６７４ △７．４ １，３６２，７３４ △０．７

４～６月 ４１，８３８ △３．９ １１，０９８ △０．１ １８，２８４ △４．１ １２，４５６ △６．７ ９６５，８９５ △０．５
７～９月 ４０，０４８ △２．４ １１，００３ △１３．９ １７，５０３ ４．０ １１，５４２ １．１ １，０３５，８５９ △１．５
１０～１２月 ２９，５０９ △１４．９ ７，６１７ △３０．２ １１，９７３ △１４．８ ９，９１９ ２．２ ８６３，１５５ △１４．２

２０年 ２月 １３，７７０ ３．８ ３，７７８ １０．０ ５，７５１ ２．７ ４，２４１ ０．１ ４２８，９８６ １．０
３月 ２６，３９１ △４．５ ７，８７３ ９．０ １１，０９４ △６．７ ７，４２４ △１２．９ ６１３，６６４ △４．０
４月 １４，８８５ ２．９ ３，９３５ ５．８ ６，９６１ １１．３ ３，９８９ △１１．３ ３０５，８４７ ５．４
５月 １２，２７７ △９．０ ３，２４９ △５．０ ４，９７２ △１１．１ ４，０５６ △９．３ ２９６，０８２ △３．６
６月 １４，６７６ △５．８ ３，９１４ ０．０ ６，３５１ △１２．８ ４，４１１ ０．７ ３６３，９６６ △２．５
７月 １５，８９３ ４．６ ４，４１８ ６．０ ７，５５３ ６．５ ３，９２２ △０．２ ３８３，２５８ ７．０
８月 ９，６６５ △８．９ ２，４８２ △２１．１ ４，１５３ △６．０ ３，０３０ △０．５ ２５５，２９５ △８．０
９月 １４，４９０ △４．９ ４，１０３ △１５．２ ５，７９７ △２．６ ４，５９０ ３．２ ３９７，３０６ △４．５
１０月 １１，５９１ △８．１ ２，９７３ △２５．４ ４，７５０ △５．２ ３，８６８ ６．６ ３１４，８６０ △６．３
１１月 １０，０５３ △２０．３ ２，４８５ △３７．８ ４，１０８ △２４．７ ３，４６０ ９．４ ２９５，７５１ △１８．９
１２月 ７，８６５ △１６．８ ２，１５９ △２６．５ ３，１１５ △１３．３ ２，５９１ △１１．２ ２５２，５４４ △１７．３

２１年 １月 ７，８７０ △１９．２ １，８３３ △３１．３ ３，１２７ △２３．１ ２，９１０ △３．３ ２５６，０５４ △２０．０
２月 １０，３８４ △２４．６ ２，３６８ △３７．３ ４，１６１ △２７．６ ３，８５５ △９．１ ３２４，５１５ △２４．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２２ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５４／本文／０２１～０２４　主要経済指標  2009.04.16 15.32.59  Page 22



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０

１９年１０～１２月 １０，３８６ △２７．４ ２，４８４ △２７．３ １４４，５３５ ２０．３ ２８，８１０ △２．９ ２９，８９３ ０．０
２０年１～３月 ７，０７４ ６．９ ２，５３９ △９．０ １１８，６４３ △１５．９ ２６，２８７ △５．２ ３３，４５９ ０．８

４～６月 １２，０３４ △２４．７ ２，８９７ △１１．０ ３０９，４１３ △６．７ ２８，４４４ △８．４ ３１，３０８ ５．３
７～９月 １２，０２２ ３４．４ ２，９１３ ４０．２ ２８３，６３６ △１．８ ３３，１８０ ４．７ ２８，４５１ △６．９
１０～１２月 ７，８８４ △２４．１ ２，５８６ ４．１ １２４，７２９ △１３．７ ２７，９９０ △２．８ ２２，８０３ △２３．７

２０年 ２月 １，６５９ △２１．９ ８３０ △５．０ ９，８１４ △７．５ ６，５３５ １３．１ ９，９０３ ２．４
３月 ３，３１２ ２１．３ ８４０ △１５．６ ９３，８４２ △２０．０ １３，８４５ △１２．６ １４，０６７ △６．２
４月 ３，５９１ △３８．５ ９７９ △８．７ １２４，７９２ △１２．１ １１，０２５ △４．７ ９，３５３ ０．５
５月 ４，０２７ ２０．８ ９０８ △６．５ ７４，８０３ △１０．７ ７，６７５ △９．６ ９，９２９ ５．１
６月 ４，４１６ △３５．３ １，００９ △１６．７ １０９，８１８ ３．７ ９，７４３ △１１．３ １２，０２６ ９．７
７月 ３，６８８ △５．０ ９７２ １９．０ １１５，２３０ △６．２ １２，２０２ １３．８ ９，０５８ △４．７
８月 ４，５３３ ９２．６ ９６９ ５３．６ ８９，９６３ △２．３ ９，２５３ △６．０ ７，７５８ △１３．０
９月 ３，８０１ ４０．３ ９７２ ５４．２ ７８，４４３ ６．５ １１，７２４ ５．５ １１，６３５ △４．２
１０月 ３，１３７ △９．５ ９２１ １９．８ ６１，２０１ △１６．２ １１，６９７ △０．４ ７，５２４ △１５．５
１１月 ２，８０１ △２７．４ ８４３ ０．０ ３６，７９４ △８．２ ８，４４３ △２．８ ７，２６１ △２７．７
１２月 １，９４６ △３６．４ ８２２ △５．８ ２６，７３４ △１４．９ ７，８５０ △６．４ ８，０１８ △２６．８

２１年 １月 ８２２ △６０．９ ７０７ △１８．７ １９，１５４ ２７．８ ６，０１９ １．９ ５，７４５ △３９．５
２月 １，３３７ △１９．４ ６２３ △２４．９ １５，８５６ ６１．６ ６，３４９ △２．８ ６，９２１ △３０．１

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用 ）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５０ ０．８３ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７

１９年１０～１２月 ３，０４５ △２．０ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ １３２ ０．０ ３，５７０ ６．１
２０年１～３月 ２，７４１ △１．５ ０．５２ ０．９９ ５．６ ４．０ １６８ ５．７ ３，７１５ ８．０

４～６月 ２，９５８ △１．５ ０．４４ ０．８２ ５．０ ４．０ １８７ ８．７ ３，８２９ ５．９
７～９月 ３，８３６ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．０ １９０ ３７．７ ４，０３４ １６．４
１０～１２月 ２，９３１ △３．７ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ １８９ ４３．２ ４，０６８ １３．９

２０年 ２月 ９０７ △２．０ ０．５３ １．００ ５．６ ４．１ ５４ １０．２ １，１９４ ８．３
３月 ９９５ △２．４ ０．５２ ０．９６ ↓ ４．１ ６４ △１１．１ １，３４７ ８．０
４月 ８０８ △１．５ ０．４６ ０．８６ ↑ ４．１ ７４ ５７．４ １，２１５ ８．４
５月 １，０２７ ０．２ ０．４３ ０．８１ ５．０ ４．０ ６０ △１８．９ １，２９０ △１．５
６月 １，１２３ △３．０ ０．４４ ０．７９ ↓ ３．９ ５３ ３．９ １，３２４ １１．７
７月 １，１７２ △４．３ ０．４４ ０．８０ ↑ ３．８ ７２ ３８．５ １，３７２ １２．９
８月 １，４３２ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．１ ５８ １６．０ １，２５４ ４．２
９月 １，２３２ △５．２ ０．４７ ０．８２ ↓ ４．１ ６０ ６６．７ １，４０８ ３４．４
１０月 １，１４４ △０．２ ０．４５ ０．７９ ↑ ３．８ ５８ ２３．４ １，４２９ １３．４
１１月 ８８５ △６．５ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ ５７ １４．０ １，２７７ ５．２
１２月 ９０２ △５．２ ０．４１ ０．７２ ↓ ４．１ ７４ １１１．４ １，３６２ ２４．１

２１年 １月 ８０３ △４．３ ０．３９ ０．６５ － ４．２ ６０ ２０．０ １，３６０ １５．８
２月 ７８５ △１３．４ ０．３８ ０．５８ － ４．６ ５０ △７．４ １，３１８ １０．３

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２３ ―
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１６年度 ２４３，９０７ １２．５ ６１７，１９４ １０．１ ７９８，３７８ １９．０ ５０３，８５８ １２．３
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５

１９年１０～１２月 ９９，５３３ １０．８ ２２２，０９０ １０．０ ３８６，９１８ ２０．８ １９５，５８３ １１．４
２０年１～３月 ９９，３４０ ２２．１ ２１０，６３７ ５．９ ３９６，６３９ ３３．４ １９１，３８０ １０．５

４～６月 １０６，９７６ １４．３ ２０８，４８４ １．８ ４７４，１２４ ６７．１ １９９，４４４ １１．２
７～９月 １２１，０４９ ３６．０ ２２０，３７２ ３．２ ５０３，５００ ５７．２ ２２１，７８６ ２１．１
１０～１２月 ８５，３６２ △１４．２ １７０，６８８ △２３．１ ３５５，９９２ △８．０ r １７６，９３７ △９．５

２０年 ２月 ３５，５８３ ３０．４ ６９，７３７ ８．７ １３１，７２３ ７１．４ ６０，３７９ １０．７
３月 ３６，５７７ ２２．１ ７６，８１７ ２．２ １３５，０４１ ２６．２ ６５，８５５ １１．４
４月 ３５，４１４ ８．４ ６８，８９５ ３．９ １３５，０６１ ３２．６ ６４，３０７ １２．２
５月 ３４，８０２ １７．５ ６８，０６８ ３．６ １８０，２７９ ５７．２ ６４，６５７ ４．８
６月 ３６，７６０ １７．５ ７１，５２１ △１．８ １５８，７８４ １３６．６ ７０，４８０ １６．７
７月 ４３，７４８ ４３．９ ７６，２４５ ７．９ １５１，９４３ ５６．６ ７５，４２６ １８．２
８月 ４２，９９２ ４２．７ ７０，５１４ ０．２ １８０，７５７ ６７．０ ７３，６５７ １７．１
９月 ３４，３０９ ２０．４ ７３，６１３ １．５ １７０，８００ ４８．４ ７２，７０３ ２８．８
１０月 ４１，２４２ １７．７ ６９，１４８ △７．９ １５７，９４２ ３６．５ ６９，９００ ７．４
１１月 ２３，１８３ △２９．４ ５３，２３５ △２６．８ １０１，７３８ △２７．１ ５５，５１０ △１４．４
１２月 ２０，９３７ △３３．９ ４８，３０５ △３５．０ ９６，３１２ △２６．９ r ５１，５２７ △２１．５

２１年 １月 r ２０，５４５ △２４．４ r ３４，８０４ △４５．７ r ７８，３５５ △３９．７ r ４４，３６４ △３１．９
２月 p ２０，４４０ △４２．６ p ３５，２５５ △４９．４ p ６３，２７５ △５２．０ p ３４，４３１ △４３．０

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１６年度 １２４，１５０ ２．３ ５，２２６，７５２ １．３ ８６，２２３ △０．６ ３，８９４，３９０ △３．０
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４

１９年１０～１２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △０．３ ４，０４４，０５２ １．０
２０年１～３月 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４

４～６月 １２９，４７２ ２．５ ５，５４２，８２５ ２．９ ８７，４０８ ０．８ ４，０４３，５８４ ２．１
７～９月 １２８，０２９ １．７ ５，４９３，９５０ ２．３ ８８，９８９ １．８ ４，０６２，６２５ １．８
１０～１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

２０年 ２月 １２５，６１６ １．７ ５，４３６，３１５ ３．０ ８７，４２４ △０．４ ４，０１４，３９３ １．４
３月 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
４月 １２９，００３ １．６ ５，５０９，７２９ ２．２ ９０，２４４ １．３ ４，０１４，５６２ １．３
５月 １２８，２５５ ２．５ ５，４９９，１５１ １．６ ８９，１６０ １．８ ４，０２５，３３５ ２．１
６月 １２９，４７２ ２．５ ５，５４２，８２５ ２．９ ８７，４０８ ０．８ ４，０４３，５８４ ２．１
７月 １２８，３５８ ２．１ ５，４８７，７４９ ２．０ ８７，７９３ １．１ ４，０３８，６８５ ２．２
８月 １２８，９１９ ２．８ ５，４７０，５１０ ２．２ ８７，９９４ １．４ ４，０４１，７７３ ２．０
９月 １２８，０２９ １．７ ５，４９３，９５０ ２．３ ８８，９８９ １．８ ４，０６２，６２５ １．８
１０月 １２７，５７０ １．９ ５，４４９，９１２ １．８ ８９，７７９ １．９ ４，０９３，１０７ ３．５
１１月 １２８，４８１ ２．１ ５，５１６，３１６ １．６ ９０，３３０ ３．４ ４，１３６，３９６ ４．２
１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

２１年 １月 １２８，４６７ ２．４ ５，５１１，７９２ １．７ ８９，８３９ ２．８ ４，１８７，１６２ ４．５
２月 １２９，６８３ ３．２ ５，５５６，９５２ ２．２ ９０，４９９ ３．５ ４，１９４，７６９ ４．５

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２４ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５４／本文／０２１～０２４　主要経済指標  2009.04.16 15.32.59  Page 24
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●道内経済の動き�

●道内企業の経営動向 （平成21年1～3月期実績、平成21年4～6月期見通し）�

●進化する道内大学の産学官連携�
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